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中華人民共和国人力資源及び社会保障部令
 

第1号
 

《企業従業員年次有給休暇実施弁法》が2008年7月17日に人力資源及び社会保障部第6回部務会議を通過したため、現在ここに公布とし、公布日より施行されるものとする。
 

部長 尹蔚民

                                                                       2008年9月18日 

 

企業従業員年次有給休暇実施弁法
 

第一条  《従業員年次有給休暇条例》（以下条例と略称）の実施のため、本実施弁法を制定する。

　第二条  中華人民共和国国内の企業、民営企業、従業員を有する経営者（以下雇用側と略称する）などの企業及びこれらと労働関係を締結した従業員に本弁法が適用される。

　第三条  勤続満12ヶ月以上の従業員は、年次有給休暇（以下年休と略称する）を享受する。

　第四条  年休は従業員の累計勤続年数に基づき確定される。従業員の同一もしくは異なる雇用側における勤続年数は、法律、行政法規若しくは国務院規定に基づき勤続年数と見なされるものについてを累計勤続年数として計算しなければならない。

　第五条  従業員が雇用側のもとに新たに採用された当年度の年休日数は、当該雇用側における残暦日数に基づき換算確定し、換算後1日に満たない部分については年休を享受できないものとする。

　前段落にて規定の換算方法：（当年度の当該雇用側における残暦日数÷365日）×従業員本人の年間に享受すべき年休日数

　第六条  従業員の法律に基づき享受すべき帰省休暇、婚弔休暇、出産休暇及び業務負傷による休業期間は年休として計算しない。

　第七条  従業員が享受する冬季・夏季休暇日数がその年休日数を上回る場合、当年度の年休は享受することが出来ない。その理由が確かに業務上の需要であり、従業員が享受する冬季・夏季休暇日数がその年休を下回る場合、雇用側は不足する年休日数を補わなければならない。

　第八条  従業員が既に当年度の年休を享受し、また年度内において、条例第四条の第（二）、（三）、（四）、（五）項に定める状況が発生した場合、来年度の年休は享受することが出来ない。

　第九条 雇用側は生産、業務の具体的状況に基づき、且つ従業員本人の要望を考慮し、従業員の年休を計画的に手配するものとする。雇用側の業務都合により従業員に年休を支給できない、若しくは1年度繰り越して年休を支給する場合は従業員本人の同意を得なければならない。

　第十条  雇用側が従業員の同意を経た上で年休を支給しない、若しくは従業員の年休日数を取得すべき年休日数を下回って支給する場合、本年度内に従業員が取得すべき日数のうち未消化となる年休日数に対し、その日給の300%を未消化年休賃金報酬として支払うものとし、その中に雇用側が従業員に支払う通常の労働期間の賃金収入が含まれる。

　雇用側は従業員に年休を支給したが、従業員本人の原因且つ年休を取得しない旨書面にて提出した場合、雇用側はその通常の労働期間の賃金収入のみを支払うことが出来る。

　第十一条  未消化年休賃金報酬の日給は従業員本人の月給に基づき月の有給計算日数（21.75日）で日割りし換算する。

　前段落に述べる月給とは、雇用側がその未消化年休賃金報酬を支払う直前の12ヶ月間における時間外労働手当てを除く従業員の月平均賃金を指す。当該雇用側のもとでの勤続期間が12ヶ月に満たない場合、実際の月数に基づき月平均賃金を計算する。

　従業員は年休の取得期間において通常労働期間と同一の賃金収入を享受するものとする。出来高制・歩合制あるいはその他業績賃金制を実行する従業員に対しての日給の計算方法は本条第一項・第二項の規定に基づき執行する。

　第十二条  雇用側と労働者が労働契約を解除若しくは終了する際に当年度において従業員が取得すべき年休日数の全日数を消化していない場合、従業員が当年既に勤続した期間に基づき取得すべき日数のうち未消化である年休日数を換算し、未消化年休賃金報酬を支払わなければならない。但し、換算後1日に満たない部分については未消化年休賃金報酬を支払わないものとする。

　前段落に定める換算方法：（当年度の当該雇用側における既に経過した暦日数÷365日）×従業員本人が年間取得すべき年休日数－当年度既に支給した年休日数。

　雇用側者が当年既に支給した従業員の年休が換算した取得すべき年休の日数を上回る場合、上回った日数は改めて差し戻さない。

　第十三条  労働契約・集団契約の約定若しくは使用者の規則規定に定める年休日数・未消化年休の賃金報酬が法定基準を上回る場合、雇用側は関連の約定若しくは規定に基づき執行しなければならない。

　第十四条  労務派遣会社の従業員が本弁法第三条の規定に該当する場合、年休を享受する。

　被派遣従業員の労働契約期限内非就業期間において労務派遣会社が法律に基づき労働報酬を支給する日数が当該年度に取得すべき年休日数を上回る場合、当年度の年休を享受しない。当年度において取得すべき日数を下回る場合、労務派遣会社と雇用側は協議の上、被派遣従業員に不足する年休日数を補うよう手配しなければならない。

　第十五条  県級以上の地方人民政府・労働行政部門は、法律に基づき雇用側が条例及び本弁法を執行する状況を監督・監査しなければならない。

　雇用側が従業員に年休を支給せず、尚且つ条例及び本弁法規定に基づき未消化年休賃金報酬を支払わない場合、県級以上の地方人民政府・労働行政部門は職権に基づき期間内にこれを是正するよう指令する。期間を過ぎても是正しない場合、当該雇用側は未消化年休賃金報酬を支払うよう指令すると同時に、雇用側は未消化年休賃金報酬の金額に基づき従業員に賠償金を追加にて支払わなければならない。さらに未消化年休賃金報酬及び賠償金を支払う行政処理決定を執行しない場合、労働行政部門は人民裁判所に強制執行を申請する。

　第十六条  従業員と雇用側の間に年休に関する労働争議が発生した場合、労働争議の処理規定に基づき処理する。


　第十七条  法律、行政法規若しくは国務院の別途規定が存在する場合を除き、機関、事業単位、社会団体及びそれらと労働契約を締結した従業員は、本弁法に基づき執行する。

　船員の年休は《中華人民共和国船員条例》に基づき執行する。
　第十八条  本弁法における“年度”とは西暦年度（公暦年度）を指す。

　第十九条  本弁法は発布日より施行される。
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